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■中国市場のパワーを利用しなけれ
ば成長はない

流通業は今、大きな変革の時代の真

っただ中にあります。コンビニエンスス

トアやドラッグストアの台頭とこれまで

流通業のトップに君臨してきた百貨店業

界や総合スーパーの衰退は、多くの変化

のほんの表面的なことにすぎません。

そうした流通業の変化の背景にある

のは少子高齢化、嗜
し

好
こう

の多様化と消費

意欲の減退、商品の慢性的な供給過剰

という国内独特の問題と、2008年秋の

リーマンショック以降の世界金融恐慌

に端を発する長期的な景気の低迷と、

それによって引き起こされた失業率の

増加といった社会問題、さらにはデフ

レスパイラルの悪循環や円高といった

マクロ的な経済問題など、数多くの問

題が絡み付き解決困難な様相を呈して

います。

日本の流通業は商品の供給過剰と消

費の落ち込みの中で、安値競争が激し

くなる一方です。それが百貨店業界の

衰退に代表されるように、消費構造を

変えるだけでなく、将来にわたって流

通業者が疲弊していく大きな原因にな

るのではないかと懸念します。

世界的な景気低迷の中で中国やイン

ドなど新興国の成長率はやや減速する

局面があったものの、相変わらず底堅

い強さを発揮しています。特に中国は

GDPで日本を追い抜く勢いであり、市

場経済が急速に浸透しています。

かつては日本がアジアの中で急速に

経済成長してきました。いまや中国市

場がそれに取って代わっている、とい

う現実があります。日本の消費財メー

カーは中国市場をもっと真剣に見るべ

きであり、それがこれからの成長を後

押しする要素になることは確実です。

日用雑貨品業界でもユニ・チャーム

やピジョン、マンダムなどは積極的に中

国に進出しており、現地では一流ブラ

ンド商品として高く評価されています。

対日感情では難しい面があるのも事実

ですが、日本製品は中国の富裕層には

品質への信頼感などから非常に人気が

あります。バイイングパワーが強く、成

長を続ける中国市場が、供給過剰の日

本市場に比べれば、製造業であれ流通

業であれ、これからの成長につなげる

ことができる重要な市場なのです。

■コスト低減にITの拡大利用不可欠

長引く景気低迷局面で、経営コスト

削減は産業界にとって継続的な課題で

す。今打つべき手は円高の環境下で国

際調達を拡大することや、効率的なIT

の活用です。IT活用という点でプラネ

ットは、日用品雑貨業界で卸とメーカー

間の標準的EDIを提供してきました。

それをさらにドラッグストア業界にも

広げつつあります。このサービスによ

り無人受発注・伝票レスが実現し、受

発注業務の効率化が当たり前となりま

した。

もう一つはバイヤーのポータルとな

るべき「バイヤーズネット」サービスの

提供です。基幹EDIが定型業務を対象

としたサービスならば、バイヤーズネッ

トは非定型業務を対象としたサービス

と位置付けています。すでに利用会員

は約1万6000人となり、さらに拡大し

ています。バイヤーズネットの中では、

利用者のアイデアでユニークな活用方

法が次々と開発されています。FSPの

機能や企業内での活用など、新たなシ

ステムを構築しなくてもプラネットの

提供するサービス機能を活用した独自

の取り組みも普及しつつあります。

プラネットは「インフォメーション・

オーガナイザー」として、これからも便

利な機能を提供していきます。それと

ともに、われわれのITも革新的な技術

を導入する予定です。そのために11年

に予定している6回目のシステム更新で

はクラウドコンピューティングも導入し

ます。

標準化のための流通BMSは課題を抱

えながらも、段階的に普及させていかな

ければなりません。このような業界を

横断する標準化を進めることとIT活用

を加速していくことが、流通業の発展に

は欠かせない要素となっています。
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